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解散・総選挙　日本の政治の「５つの転換」
衆議院は１１月２１日（金）に解散され、総選挙が１２月２日（火）に公示、１４日（日）投票で行われます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は、今回の解散・総選挙を「アベノミクス解散」と言い、消費税１０％値上げの延期を問うと言いますが、今この時期に、解散に踏み切る本当の動機は唯一つです。延ばせば延ばすほど追い詰められる、だから今やってしまおうと言う思惑だけです。しかしながら、本当の理由は、国民の運動と世論に追い込まれた解散です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権の民意に背く暴走で、国民の批判と世論が高まっています。主権者・国民が暴走ストップの審判を下し、政治を変える絶好のチャンスがきました。　　ｐ日本共産党は、今度の総選挙で日本の政治の「５つの転換」を訴えて、対決、対案、共同という姿勢を貫いて躍進をめざします。
（１）消費税１０％への増税中止、「消費税に頼らない別の道」への転換。　　　
（２）格差拡大の「アベノミクス」をストップさせ、暮らし第一で経済を立て直す政治への転換。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）集団的自衛権の行使、「海外で戦争する国」づくりを許さず、憲法９条の精神に立った外交戦略で平和と安定を築く。　　　　　　　　　　　　　　
（４）原発の再稼働はストップさせ、「原発ゼロの日本」への転換。　　　　　　
（５）沖縄の米軍新基地建設を中止し、基地のない平和な沖縄への転換。
（１）日本共産党は、｢消費税１０％は、先送り実施でなく、きっぱり中止を｣と訴え、消費税に頼らない別の道があると対案を示しています。　　　　　　　　　　　ｐ①　富裕層と大企業に応分の負担を求める税制改革で財源をつくる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ②　大企業の内部留保を活用し、国民の所得を増やす経済対策で税収を増やす。　　　この二つをあわせて行えば、消費税に頼らなくても社会保障を充実し、財政再建をはかることは可能です。　　　　　　　　　　　　　（２）－（５）の解説は裏面へ
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
市会議員選挙　これからもご意見をお寄せ下さい。
１１月１６日に行われた市会議員選挙では、再選させていただきました。これから４年間も日本共産党は２人で桑名市政を監視し、住み良い桑名作りに頑張って参りますので宜しくお願いします。
私は、選挙期間中、３つの重点政策と３つの提案を訴えさせて頂きました。
３つの重点政策とは、
１つは、高すぎる国民健康保険税の１人１万円の引下げ。
２つ目は、こどもの医療費は子どもが１人でも中学卒業まで「窓口で無料」化。
３つ目は、小学校の普通教室にエアコンの設置です。
３つの提案は、病院問題、介護問題、防災問題についてです。
＊新病院の建設は、市民の合意の上で進めて行くべきです。病院は儲け優先ではなく、「すぐに診てもらえる病院」「安心してお産ができる病院」「子どもの救急医療に応えられる病院」などの市民の皆さんの声に応えた新病院建設に全力を尽くします。
＊来年４月から介護保険が改悪されます。介護の必要な方みんなが安心して今の介護サービスを受けられるように頑張ります。桑名市のやろうとしている「地域包括ケアシステム」の推進は、国の言う「自己責任」「自助努力」安上がりの「地域のボランティアの活用」そして「サービス抑制」などです。桑名での先行実施は許せません。
＊東日本大震災から時間が経ちました。市の避難サポート体制の確立が急がれます。地震・台風・豪雨・高潮・津波に何時でも対応できるよう、地域の皆さんと連携して、誰もが身を守れる対策を急ぎます。

日本共産党桑名市議団は、くらし・福祉・教育・子育ての充実のために、特に「国民健康保険税の引下げ」「子どもの医療費窓口無料化」「小学校の普通教室にエアコンの設置」を市に継続的に求めています。
他に、日本共産党は、今回の市議選で、介護保険料・水道料の負担軽減、全小学校に学童保育所を、障害者の入院時に公費でヘルパー派遣を公約に上げました。
（２）安倍首相は「アベノミクス」で、雇用は良くなっている、賃金も上がっていると自己礼賛していますが、これは事実と違っています。雇用は非正規が増えているだけで、実質賃金は１５カ月連続でマイナスです。経済の好循環が始まっているというのは首相の妄想であって、事実と違うウソで選挙をたたかうのはフェアではありません。｢アベノミクス｣がもたらしたのは格差拡大と景気悪化だけです。日本共産党は暮らし第一で経済を立て直す方策を訴えます。　　　　　　　

【経済を立て直す日本共産党の三つの提案】
一つは、人間らしく働ける雇用のルールをつくることです。　　　　　　　　　　　
労働者派遣法の改悪を許さず、非正規から正社員への流れをつくる抜本改正を実現。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「残業代ゼロ」の制度をストップし、長時間・過密労働を規制して、日本から
「過労死」をなくす。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
中小企業支援と一体に最低賃金の大幅引き上げを実現。　　　　　　　　　　　
そして、若者を使いつぶす「ブラック企業」をなくす。　　　　　　　　　　　　
二つ目は、社会保障切り捨てから充実に転換することです。　　　　　　　　　　　
年金削減をストップし、低すぎる年金の底上げをはかる。　　　　　　　　　　
国の責任で、高すぎる医療費の窓口負担、国民健康保険料の軽減をすすめる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
そして、特別養護老人ホームの待機者、保育園の待機児童をゼロにして行く。　
三つ目に、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉からただちに撤退することです。　　　　
農業を壊し、国民皆保険を壊し、食の安全を壊し、日本を丸ごとアメリカに売
り渡すＴＰＰから撤退する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
緊急の米価暴落対策を行うとともに、安心して農業が続けられる価格保障と所
得補償で、日本農業を再生する。
（３）集団的自衛権行使とは、日本の国を守ることでも、国民の命を守ることでもありません。アフガン・イラク戦争のような戦争で、米軍と自衛隊が肩を並べて戦争を行う―「海外で戦争する国」づくりこそその正体だということがはっきりしました。日本を「殺し、殺される国」につくりかえる憲法違反の（集団的自衛権行使容認の）「閣議決定」は撤回せよ、国民の目、耳、口をふさぎ、戦争に動員する秘密保護法は廃止せよ――この審判を下そうではありませんか。
日本共産党は「北東アジア平和協力構想」を提唱しています。　　　　　　　　

｢北東アジア平和協力構想｣　日本共産党が提唱している、次の４つの目標と原則に立った「構想」。①　域内の平和のルールを定めた北東アジア規模の「友好協力条約」を締結する、②　北朝鮮問題を「６カ国協議」で解決し、この枠組みを地域の平和と安定の枠組みに発展させる、③　領土問題の外交的解決をめざし、紛争をエスカレートさせない行動規範を結ぶ、④　日本が過去に行った侵略戦争と植民地支配の反省は不可欠の土台となる。
（４）安倍政権は、全国の原発再稼働の突破口として、九州電力・川内原発の再稼働を進めようとしています。しかし、巨大噴火への備えがありません。まともな避難体制もありません。「噴火は予知できる」という新たな「安全神話」で、原発の再稼働を強行するなど、断じて認めるわけにはいきません。福島では、いまなお１２万人を超える方々が避難生活を余儀なくされ、事故の収束も、原因究明もできていません。こんな状況で再稼働など論外です。ドイツの例をみても「原発ゼロの日本」は実現可能です。
原発ゼロに踏み切ってこそ再生可能エネルギーへの大転換の道も開かれます。　　　　　　　　　　
（５）沖縄県知事選挙での翁長さんの圧勝は、沖縄県民の意志を踏みつけにし、強権をもって、沖縄の米軍新基地建設をごり押ししようとしている安倍政権への痛烈な審判となりました。ところが、安倍政権は、この選挙結果を受けて、なおも「辺野古移設を粛々と進めることに変わりはない」と言い放っています。県民がどんな審判を下そうと、それに関係なく、新基地建設を続ける。これで民主主義の国といえるでしょうか。問われているのは日本の民主主義です。
安倍政権は、県知事選挙の結果を重く受け止めて、新基地建設をきっぱり断念し、普天間基地はただちに閉鎖・撤去すべきです。
前号で紹介した１２月議会に提出予定の国保税の改定案です。（星野作成）
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毎年、医療費は２％、後期高齢者支援金は７％、介護給付金は６％の伸びを予想。

１２.８億円ある基金は、３年後に５.４億円に。適正額は保険給付費の１００分の５で４.２億円。~

桑名市国民健康保険税　改定案
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危険箇所をウオッチし、報告しよう！！
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選挙中に住民の方から指摘された修徳学区の危険な箇所（運河や溝に落ちそうです。）
議員も足元を見よといわれました。早速、市役所に連絡を取り調査を約束。

学校にも報告しました。

Ｎｏ．２２３　　　　２０１４年　１１月２７日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５




































































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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